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アブストラクト：
　ソーシャルビジネスは、さまざまな社会的課題を市場としてとらえ、その解決を目的とする
事業であるといわれているが、それは、市場において社会的課題を解決したいとする需要者の
社会的ニーズを充足する事業領域であり、その領域は、個人ニーズ充足領域、団体（集団）・
地域ニーズ充足領域及び社会全体・地球環境ニーズ充足領域の3つに分けてとらえることがで
きる。このように、ソーシャルビジネスが市場における社会的ニーズの充足という側面がみら
れることから、その事業展開にはマーケティングの発想が重要となる。
　ソーシャルビジネスを創業・展開する場合の事業主体にはいくつかの組織形態があげられ、
実施に当たってはそれぞれの組織の特徴を活かして、それに見合った社会的ニーズを充足する
ソーシャルビジネスを展開することができるが、それらの組織の中で一般社団法人は新しい法
人制度における一般的組織形態であり、非営利法人ながら、事業の制限がなく、少人数の社員
により設立し、かつ簡便な機関構成で事業展開を図ることができる。
　ソーシャルビジネスの運営組織として、このような特徴をもつ一般社団法人は社会的ニーズ
の充足に対応し、ソーシャルビジネスを創業・展開する場合に、その有用性はますます高まっ
ていくだろう。
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研究論文

ソーシャルビジネス創業における運営組織の展開
─マーケティング発想の重要性─

鷲　尾　和　紀　　鷲　尾　紀　吉

はじめに

　現代経済社会において、ソーシャルビジネ
スという事業領域の展開の重要性が高まって
きているといえる。ソーシャルビジネスは、
市場経済システムの中で社会的課題の解決を
目的とする事業であるといわれているが、そ
の概念や創業する場合の事業展開についてこ
れまで十分に議論が展開され尽くしていると
は言い難い。さらに、ソーシャルビジネスを
行う主体、すなわち具体的にはソーシャルビ
ジネスを創業し、事業展開を図るための事業

主体に関し、どのような組織がその目的に適
うか、組織の選択を行い、かつ選択された組
織の運営形態等については、どのような内容
であるかなど、ソーシャルビジネスの事業主
体からの観点からは多くは明らかになってい
ない。
　そこで、本論文は、ソーシャルビジネスの
概念をレビューし、ソーシャルビジネスの事
業領域を提示した上で、ソーシャルビジネス
の創業・展開する組織として、新しい法人制
度の下で設けられた一般社団法人を取り上
げ、その仕組み、運営形態等を述べ、マーケ
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ティングの発想に基づいたソーシャルビジネ
スの重要性と運営組織の展開について考察を
行うものである。

1　序論─本論文の研究対象

　本論文は、ソーシャルビジネスの創業にお
ける運営組織をどのように展開するかという
点に焦点を当てているが、それは具体的にど
のような内容を有するのか、本論を展開する
前に、序論として、本論文の研究対象を明ら
かにすることとする。
　まず、ソーシャルビジネスとは何かという
ソーシャルビジネスの概念について、一部に
混乱がみられる。例えば、経済産業省委託事
業で行われた『ソーシャルビジネス研究会報
告書』（平成20年4月）では、ソーシャルビ
ジネスは事業であると表現しつつ、他方では
事業主体であると述べ、両者が混同してとら
えられている。この点については、3年後に
公表された『ソーシャルビジネス推進研究会
報告書』（平成23年3月）では、この混同が
改められているが、先行研究の中には混同し
た形で概念づけがなされているものも見受け
られる。
　上述の「ソーシャルビジネス推進研究会」
では、ソーシャルビジネスはさまざまな社会
的課題を市場としてとらえ、その解決を目的
とする事業であるという概念づけを行ってい
る。このとらえ方は妥当であると考える。こ
こで重要なことは、「社会的課題」を市場と
してとらえるという点である。社会的課題を
市場としてとらえる点には賛同するが、市場
としてとらえるということはどのようなこと
を意味することなのかについては、深く言及
されていない。
　社会的課題を市場としてとらえる点につい
ては、市場において、社会的課題を解決した
いという需要者側のニーズを社会的ニーズと
してとらえ、これを充足するために社会的な
商品・サービスを提供する供給者側（事業主

体）の事業活動が行われるという関係性が成
り立つといえる。これは、供給者（事業主体）
からみれば、マーケティング対応の領域でも
あり、この点でソーシャルビジネスの遂行に
当たっては、マーケティングの発想が重要と
なり、上述の「ソーシャルビジネス推進研究
会」でもソーシャルビジネスの要件の一つと
して革新性をあげているが、その内容はマー
ケティングに相通じるものである。
　そこで、本論文では、ソーシャルビジネス
における社会的課題を市場における需要者の
社会的ニーズを充足する領域としてとらえ、
それに対して、市場志向の観点、あるいはマー
ケット・インというマーケティングの発想の
下で、事業主体が取り組むという概念で、ソー
シャルビジネスをとらえることとする。
　次に、ソーシャルビジネスを行う事業主体
として、どのような運営組織を対象とするか
である。経済産業省委託事業における2つの
研究会においては、NPO法人がソーシャル
ビジネスを行う代表的な組織としてとらえ…
られている。現在においても、NPO法人の
ソーシャルビジネスに対する役割は大きい
が、ソーシャルビジネスをはじめ、広く社会
的ニーズに対応する多様なサービスを提供す
る非営利事業活動やそれを担う事業主体の必
要性が求められるという社会的な要請の下
で、公益法人制度が抜本的に改革され、2006
年6月、新しい一般法人・公益法人制度が創
設された（2008年12月施行）。
　この新しい公益法人改革制度の下において
は、一般法人を原則的な一般的組織形態とし、
一般法人のうち、公益目的事業を行うことを
主たる目的とする法人については、行政庁が
公益性を認定し、公益性が認定された一般法
人は公益法人となることができるというよう
に、公益法人制度について抜本的な改正が行
われた。
　一般法人は、公益法人の認定を受けなくて
も、公益事業、共益事業のほかに、収益（営
利）事業も行うことができるが、これまでの



ソーシャルビジネス創業における運営組織の展開 　89

例をみると、公益事業、共益事業を含むソー
シャルビジネスの領域をその事業として活動
するものが多くみられ、またそのような領域
の事業を行うために、一般法人を活用するの
が適しており、かつ有用であると考えられる。
実際に、近年においてはNPO法人の認証法
人数は横ばい、ないし減少傾向にあるが、一
般法人、特に一般社団法人の設立は増加傾向
にある。
　そこで、本論文はソーシャルビジネスを行
う運営組織として、一般社団法人を取り上げ、
これを研究対象として、一般社団法人の仕組
み、運営形態等を論じることとする。

2　ソーシャルビジネスの概念と創業組織

2.1	 ソーシャルビジネスの概念
　ソーシャルビジネスの概念については、社
会問題解決のためのビジネス（平田編（2012）
という事業からのアプローチ、社会解決の課
題を請け負う事業体（岸・島・浅野・立原

（2014））という組織からのアプローチ、公益
認定法（2条）に定める公益目的事業という
法制度上からのアプローチなど、いくつかの
概念づけがなされている。
　ソーシャルビジネスの嚆矢は、グラミン…
銀行（Grameen Bank）の事業形態であると
いわれている 1。グラミン銀行については、
日本のマスコミ等でもよく紹介されている
が、グラミン銀行はバングラディッシュの首
都ダッカに本部を置き、ムハマド・ユヌス

（Muhammad Yunus、チッタゴン大学教授）
が1983年に創設したマイクロファイナンス
で、マイクロクレジット（small loans（小口
貸付））と呼ばれる、主として農村部の貧困
層を対象にした比較的低金利の無担保融資を
行っている。
　現在では、銀行を主体として、インフラ・
通信・エネルギーなどの社会的分野にも進出
して、広範囲なソーシャルビジネスを展開し
ている 2。グラミン銀行の創設者ムハマド・

ユヌスは、ビジネスを通じて社会課題を解決
する「ユヌス・ソーシャルビジネス」を提唱
したが、その概念は7つの原則として示され
ている。
　ユヌス・ソーシャルビジネスの7原則は、
①利益の最大化ではなく、社会問題の解決こ
そが目的であること　②財務的に持続可能で
あること　③投資家は投資額を回収するが、
それ以上の配当は分配されないこと　④投資
額以上の利益はソーシャルビジネスの拡大や
改善のために使うこと　⑤環境へ配慮するこ
と　⑥スタッフは標準以上の労働条件・給料
を得ること　⑦楽しみながら仕事をすること

（一般社団法人グラミン日本Webサイトから
引用）としており、ソーシャルビジネスの原
則の中に、スタッフの待遇や仕事への取組み
方なども含めている点は興味深いところであ
る。

2.2	 日本におけるソーシャルビジネスに関
する研究会報告のレビュー

　日本では、経済産業省委託事業による2つ
の研究会（「ソーシャルビジネス研究会」（以
下、研究会という）と「ソーシャルビジネス
推進研究会」（以下、推進研究会という）に
おいて、ソーシャルビジネスについて研究を
行い、その概念、要件、特徴等について研究
した結果を報告書（研究会報告書は平成20
年4月、推進研究会報告書は平成23年3月）
として公表しているが、以下に示すようにい
くつかの問題点があると考える。
　第1点は、研究会報告書（平成20年3月）
では、ソーシャルビジネスは、「社会的課題
を解決するために、ビジネスの手法を用いて
取り組むものであり」、「社会的課題解決の事
業主体」として捉えると述べている。本研究
会では、一方でソーシャルビジネスは事業で
あるような表現をしつつ、他方では事業主体
であると述べ、明らかにソーシャルビジネス
の概念のとらえ方が混同しており、適切とは
いえない。この点について、その後に公表さ
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れた推進研究会報告書（平成23年3月）では、
こうした混同を改め、推進研究会では、ソー
シャルビジネスは事業、その事業主体はソー
シャルビジネス事業者と捉えるとして、両者
の関係を明確にした。この修正点について…
は、妥当な見解であると考える。
　しかし、その説明として、最近は、企業な
ど様々な主体が本業に準じる形で社会貢献に
取り組む事例が増えてきており、このため、
ソーシャルビジネスは様々な主体が幅広く取
り組めるものであるからと述べるが、ソー
シャルビジネスは、会社のような営利組織だ
ろうが、NPO法人のような非営利組織だろ
うが、取り組めるものであり、企業などが…
ソーシャルビジネスに取り組む事例が増えて
きたからという理由で、両者を区別するとい
う説明は、現在の経済社会の状況においては
必ずしも的確であるとはいえないだろう。
　第2点は、推進研究会報告では、「様々な社…
会的課題（高齢化問題、環境問題、子育て・
教育問題など）を市場」として捉えると述べ
るが、社会的課題を市場と捉えるというのは、
どのようなことを意味するのだろうか。日本
の現代社会には、社会全般において、さまざ
まな社会的課題を抱え、市場経済システムの
中で、そうした社会的課題を解決したい、改
善したい、解消したいという社会的ニーズが
あり、そのような社会的ニーズには市場性が
あり、市場における社会的ニーズを市場機会
としてとらえることができるという意味では
ないかと解釈することができるが、そのよう
な意味ならば、マーケティングの観点からの
説明が必要であり、また必要であるべきもの
と考える。
　第3点は、ソーシャルビジネスの3つの要
件である。推進研究会では、ソーシャルビジ
ネスは、以下の3つを要件とすると述べる。
①社会性：現在、解決が求められている社会

的課題に取り組むことを事業活動
のミッションとすること。

②事業性：ミッションをビジネスの形に表し、

継続的に事業活動を進めていくこ
と。

③革新性：新しい社会的商品・サービスや、
それを提供するための仕組みを開
発したり、活用したりすること。
また、その活動が社会に広がるこ
とを通して、新しい社会的価値を
創出すること。

　ソーシャルビジネスにおける3つの要件と
いっても、大まかに言うと、社会性は、社…
会、即ちソーシャル（Social）、事業性は事業、
即ちビジネス（Business）を言い換えたもの
であり、また社会性と事業性には、革新性が
求められるというようなことを表現したもの
であり、ソーシャルビジネスの実質を掴み
取った内容というよりも、ソーシャルビジネ
スの要素を列挙したものといえよう。
　個別に検討すると、まず事業性についてみ
ると、推進研究会はソーシャルビジネス事業
者について、大きく対価収入積極獲得型と非
営利資源積極活用型に分けているが、後者の
事業者の場合は補助、助成、寄付、さらには
無償労働（ボランティア）等（これらを非営
利資源と呼んでいる）を活用しながら事業を
継続するものと位置付けている。
　このような自己の組織の事業実施に充てる
費用をすべて他者に依存するという事業者と
はどのような事業者が想定されるのだろう
か。例えば、地方自治体やその関連機関から
事業費として補助金等を支給されて事業を行
う、あるいはそれら機関からの委託事業とし
て事業を行う場合が考えられるが、このよう
な事業は地方自治体やその関連機関の事業の
代行のようなものであり、さらには、無償労
働といった労働対価を支払わない無料コスト
という資源を活用する場合においては、果た
してビジネスとして事業を行っている事業者
といえるのかどうか疑問が残る。またボラン
ティアを無償労働としているが、ボランティ
ア（Volunteer）の本来的意味は、自ら進ん
でする、志願するという意味であり、それは
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その行為に対する労働対価の無償、有償とは
別問題である。従って、ボランティアである
といっても、無償労働であるとは必ずしもい
えないのである。
　次に、革新性については、新しい社会的商
品・サービスの提供や、それを提供するため
の仕組みの開発、活用、及びその活動を通じ
た新しい社会的価値の創出をあげている。
　革新性がソーシャルビジネスの1つの要件
としてあげられているから、革新性のない
ソーシャルビジネスはソーシャルビジネスに
該当しない、少なくともソーシャルビジネス
の要件の1つを欠くものであると受け取るこ
ともできる。では、その事業が新しい社会的
商品・サービスや提供する仕組み等を有する
などといった場合の革新性は誰が、どのよう
に評価するものなのであろうか。ある事業者
としてはソーシャルビジネスとしての事業を
行っているつもりでも、そこには革新性が認
められないから、ソーシャルビジネスとはい
えないという評価を受けるようになるのか、
疑問が残る。逆にいえば、革新性があって…
も、それが社会的ニーズに対応せず、市場に
おいて評価されなければ、事業として成立し
ないのであるから、革新性と事業性の同時成
立を常に要求されるとは限らない。
　このように検討すると、ソーシャルビジネ
スにおける3つの要件というのは、要件を示
したというよりは、ソーシャルビジネスの方
向性、目標性、基準性といった要素が混合し
た一つの考えを提示したものであると考え
る。
　第4点は、ソーシャルビジネス事業者と企
業についてである。推進研究会では、「ソー
シャルビジネスの推進を考えていく上でも、
企業といかに連携を図っていくかは、重要な
課題であると考えられる」と述べ、この連携
を論じる際の企業とは、主にソーシャルビジ
ネス事業者ではない企業を指すとしている。
この前提に立って、ソーシャルビジネス事業
者と企業の連携・協働の方向性を検討してい

る。
　この考え方によれば、ソーシャルビジネス
を行うのはソーシャルビジネス事業者（本報
告書では社会的企業と呼んでいる）であり、
それ以外の事業者である企業はソーシャルビ
ジネス事業者ではなく、従ってソーシャルビ
ジネスという事業を行う組織ではないという
ことになる。ソーシャルビジネス事業者では
ない企業とは、具体的にどのような法的組織
をいうのか、推進研究会報告書では明らかに
なっていないが、会社（特に株式会社）のよ
うな営利組織をいうものと推察する。しか…
し、現代の経済社会において、このように区
別して論じることが適切なのかどうか、議論
のあるところである。
　今日において、営利組織である会社の多く
が現在ではさまざまな社会的課題に取り組
み、その解決を目指した企業活動（例えば、
環境にやさしい新製品の開発、福祉・介護等
の社会的ニーズに対応した新しいサービスの
提供、地域保全のための新しい取組み、SDGs…
の理念に沿った新しいビジネスモデルの創
出、さらには金融機関によるSDGs対応会社
に対するプライオリティの付与等）を行って
おり、営利組織でも社会的課題の解決を目的
とするソーシャルビジネスを行っているので
ある。
　このように、本報告書で述べているソー
シャルビジネス事業者ではない企業であって
も、今日においては、このような企業もソー
シャルビジネスを行っているのであり、また
ソーシャルビジネス志向を有しない企業は市
場での適応が難しくなっているのが現状であ
る。このように考えると、ソーシャルビジネ
ス事業者と企業の連携・協働という考え方で
はなく、株式会社のような営利組織もソー
シャルビジネス事業者としてソーシャルビジ
ネスの事業遂行の対象なのであり、また現在
日本の置かれている経済社会環境下において
は、むしろソーシャルビジネスの推進主体の
1つとしてとらえるべきではないかと考える。



社会的ニーズ充足領域 団体（集団）・地域ニーズ充足領域

社会全体・地球環境ニーズ充足領域

個人ニーズ充足領域

（例示）
高齢者活用事業
訪問介護事業

学童クラブ運営事業
体験活動事業

終活支援事業等

（例示）
地域資源活用事業
農商工連携事業

地域歴史文化承継事業
地域食育事業

団体広報設計事業等

（例示）
林業・森林保全事業

防災支援事業
環境保全事業

循環型社会形成事業
SDGs支援事業等

図2-1　3つの社会的ニーズ充足領域と事業の例示
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2.3	 創業におけるソーシャルビジネス
　ソーシャルビジネスを創業する場面におい
て、本論文では、ソーシャルビジネスという
事業を創業するとしてとらえる領域（創業事
業領域）、及びそれを実施する事業主体（創
業組織）という2つの側面から考える。
（1）ソーシャルビジネスの領域
　前述したように、経済産業省委託事業の推
進研究会報告書では、ソーシャルビジネスと
は、様々な社会的課題を市場として捉え、そ
の解決を目的とする事業であると概念づけを
行っている。これを前提とすると、ソーシャ
ルビジネスを創業する場合のポイントは、社
会的課題の内容とそれを市場として捉えると
いう2つの点である。
　社会的課題として、高齢化問題、環境問題、
子育て・教育問題などが例示としてあげられ
ているが、現代の経済社会の現状を概観する

と、今日におけるソーシャルビジネスの創…
業・展開の対象、領域となる社会的課題は推
進研究会が提示する社会的課題よりも、さら
に幅広くとらえる必要がある。
　今一つ、社会的課題を市場として捉えると
いう点については、前述したように、社会的
課題を解決する、あるいは解決したいという
社会的ニーズには市場性があり、それは、一
つのまとまった市場として捉えることができ
ると解釈することができる。この解釈に立て
ば、これは、市場経済システムのもとにおい
ては、ビジネスの対象となり、社会的ニーズ
を充足する事業はそれを創業するビジネスと
してとして行うことができる対象領域である
ことを意味する。
　そこで、本論文では、現代経済社会におい
ては、ソーシャルビジネスの対象とする領域
を推進研究会が提示する社会的課題の解決領
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域よりも幅広くとらえる必要があることか
ら、ソーシャルビジネスの創業・展開におけ
る社会的課題については、社会的ニーズを充
足する領域とし、それを個人ニーズ充足領…
域、団体（集団）・地域ニーズ充足領域、及
び社会全体・地球環境ニーズ充足領域の3つ
に分けてとらえ、各領域に属する事業を例示
したのが、図2-1である。
（2）創業組織
　前述したように、推進研究会では、ソーシャ
ルビジネスを実施するソーシャルビジネス事
業者を限定的にとらえていたが、今日におけ
る経済社会の状況を鑑みると、このように限
定的にとらえる考え方は必ずしも適切とはい
えない。
　創業にかかわる組織一般については、「創
業と創業組織の選択」（『国際経営論集』（神
奈川大学経営学部）第62号、pp. 75-98）にお…
いて概説しているが、ソーシャルビジネスの
担い手となる組織としては、法人組織形態で
は、非営利法人である一般法人（社団法人・
一般財団法人）、公益法人（公益社団法人・
公益財団法人）、広義の公益法人（NPO法人、…
学校法人、医療法人等）、さらには営利法人
である会社などがあげられる。
　創業に当たっては、これらの組織を選択…
し、それぞれの組織の特徴等を活かして、当
該組織に見合った社会的ニーズを充足する
ソーシャルビジネスを展開することができる
が、本論文では、新しい法人制度における一
般的組織形態であり、非営利法人でありなが
ら、事業の制限がなく、また少人数の社員に
より事業展開できる一般社団法人を取り上げ
る。一般社団法人という組織はソーシャルビ
ジネスの創業・展開において有用性が高く、
前述したように、近年におけるNPO法人は
認定件数では増加がみられるものの、認証法
人数は減少傾向にあるなかで、一般社団法人
の設立登記法人数は安定した増加傾向で推移
している3。

3　ソーシャルビジネスの運営組織
─一般法人及び公益法人の仕組み

3.1	 一般法人及び公益法人制度制定の背景
　旧民法34条は、「学術、技芸、慈善、祭祀、
宗教その他の公益に関する社団又は財団で
あって、営利を目的としないものは、主務官
庁の許可を得て、法人とすることができる」
と規定し、社団法人・財団法人が認められて
いた。
　しかし、旧民法34条の社団法人・財団法
人は、法人格の取得と公益性の認定が一体と
なっており、さらに公益認定の要件が法定さ
れておらず、主務官庁の裁量に任されていた
ため、制度的にも実態的にも公益法人として
の社団法人・財団法人について問題点が指摘
されていた。
　他方で、行政部門や収益をあげることが前
提となる民間営利部門だけでは、社会のさま
ざまなニーズに十分対応できず、民間非営利
活動を促進するための方策を講ずる必要性に
迫られていた。
　そこで、2000年12月、「行政改革大綱」を
閣議決定し、この大綱の中で公益法人の改革
も織り込まれ、2003年6月、「公益法人制度
の抜本的改革に関する基本方針」が閣議決定
され、その基本的枠組みが具体化され、その
結果、旧民法34条における社団法人・財団
法人制度を廃止し、新たな非営利法人を創設
することとし、2006年6月、「一般社団法人
及び一般財団法人に関する法律」（以下、一
般法人法という）、「公益社団法人及び一般財
団法人の認定等に関する法律」（以下、公益
認定法という）、「一般社団法人及び一般財団
法人に関する法律および公益社団法人及び公
益社団法人の認定等に関する法律の施行に伴
う関係法律の整備等に関する法律」（以下、
整備法という）という、いわゆる公益法人制
度改革関連三法が成立し、2008年12月から
施行されている。新しい法人制度の概要は以
下のとおりである。



2階 公益法人 公益社団法人・公益財団法人 （公益認定法による公益認定）

公益認定申請
1階 一般法人 一般社団法人・一般財団法人 （一般法人法による設立）

↑

図3-1　一般法人法・公益認定法上の法人制度の仕組み
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①　新しい法人制度の下では、法人はすべて
一般法人（「一般社団法人及び一般財団法
人に関する法律」の規定に基づいて設立さ
れた一般社団法人及び一般財団法人をい
う）とする（一般法人の原則化）。一般法
人は一般社団法人及び一般財団法人の2種
類とし、非営利法人とする。

	 　新しい法人制度の下では、営利とは、そ
の活動が収益を目的としていることではな
く、収益活動によって得た利益の社員に対
する分配が予定されていることを意味す
る。したがって、非営利法人とは、収益を
目的としない法人という意味ではなく、剰
余金分配請求権も（解散の際の）残余財産
分配請求権もない法人ことである（いずれ
か一方があれば営利性があるとされ、非営
利法人としての要件を欠くことになる）。

②　法人の設立と公益性の判断を分離する。
一般法人は設立の登記をすることによって
成立する（準則主義の採用）。

③　一般法人のうち、公益目的事業を行うこ
とを主たる目的とする法人については、公
益認定法に基づく公益認定制度を設け、公
益認定要件にすべて適合すれば、公益法人
として公益社団法人・公益財団法人になる
ことができる。

	 　公益社団法人・公益財団法人になるため
に、行政庁（国：公益認定等委員会、都道
府県：都道府県の合議制機関）に直接、公
益認定の申請を行うことはできない。一般
法人を設立した後に、公益目的事業を行う
ことを主たる目的とする活動を行うという

ことで、行政庁に公益認定申請を行うこと
になる。

④　公益法人改革に合わせた税制度等の整備
（優遇措置等を含む）を行うものとする。

⑤　これまでの社団法人・財団法人は、「特
例民法法人」として存続し、新法施行日か
ら5年以内に認可を受けて一般法人又は公
益認定を受けて公益法人になることができ
る4。

3.2	 一般法人と公益法人の区分と仕組み
（1）一般法人法・公益認定法上の区分
　新しい法人制度の下では、前述したように、
一般法人（一般社団法人・一般財団法人）を
原則とし、一般法人として設立された後、事
業目的の公益性などから公益社団法人・公益
財団法人となることを望む一般法人は、公益
認定法に基づく公益認定の申請を行い、行政
庁から公益認定を得ることにより、公益社団
法人・公益財団法人となることができるとい
う仕組みとなった。
　このような仕組みから、公益社団法人・公
益財団法人となるためには、第1段階として
一般法人の設立を行い、次に第2段階として
公益認定の申請を行い、公益認定が受けられ
れば、公益社団法人・公益財団法人として、
一般法人から公益法人へと移行するという手
順を踏むので、図3-1に示すように、実務で…
は、一般法人（一般社団法人・一般財団法人）
を1階法人、公益法人（公益社団法人・公益
財団法人）を2階法人と呼び、一般法人法・
公益認定法上における法人制度は2階建てと



図3-2　法人税法上の一般法人・公益法人制度の仕組み

3階 公益社団法人・公益財団法人

2階 非営利型法人
非営利徹底型法人

一般法人共益型法人

1階 非営利型法人以外の法人

公益法人等

普通法人
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いうように表現されている。
　ここで注意しなければならないのは、公益
社団法人・公益財団法人として認定された法
人であっても、法体系上は、行政庁から公益
認定を受けた一般社団法人・一般財団法人と
位置づけられるのであって、実務でいう2階
建てであっても、公益社団法人・公益財団法
人という法人が、一般社団法人・一般社団法
人と分断され、別個に切り離されて存在する
ものではないということである。
　したがって、公益社団法人・公益財団法人
は公益法人認定基準に従った事業活動が求め
られるとともに、公益法人認定基準で規定さ
れていない部分については、一般社団法人・
一般財団法人として一般法人法が適用される
こととなる。なお、公益社団法人・公益財団
法人が公益認定を取り消された場合は、当該
公益社団法人・公益財団法人それ自体が消滅
するのではなく、以後、一般法人、即ち一般
社団法人・一般財団法人として存続すること
になる5。
（2）法人税法上の区分
　一般法人法・公益認定法では、一般法人を
原則とし（1階）、公益認定法の認定を得た場…
合は、当該一般法人は公益法人になることが
できる（2階）という2階建ての仕組みであっ
たが、法人税法上は法人に対する課税の観点
から、公益社団法人・公益財団法人は公益法
人として取り扱い、一般法人については「非
営利型法人」と「非営利型法人以外の法人」
の2種類とし、非営利型法人はさらに非営利
徹底型法人と共益型法人に分けている6。

　何故、法人税法では一般法人についてこの
ような区分をするのだろうか。それは、一般
法人の事業範囲に制約がないことと利益の分
配に関係がある。一般法人は、後述するよう
に、その行う事業の範囲について制約がなく、
公益性を担保する制度上の仕組みも有してい
ない。また、社員に剰余金又は残余財産の分
配を受ける権利を与える旨の定款の定めは、
効力を有しないとされるものの、残余財産の
帰属は清算法人の社員総会等の決議によって
定めることができるなど、営利企業と実質的
に同等の活動を行うことも可能な仕組みと
なっている。
　他方で、一般法人は、事業を行って利益を
得ることは可能であるが、その利益を社員等
に分配することを目的としないという営利企
業と異なる特性を有する法人として設立し、
活動する場合も見込まれる。そこで、一般法
人であっても、営利企業と異なる特性を有す
る法人については、営利企業と同様に法人税
の課税を行うこととせず、利益を獲得すると
認められる事業、すなわち営利企業と競合す
る収益事業を行う場合にのみ課税することと
し（収益事業課税方式の適用）、それ以外の
一般法人については、普通法人として全所得
課税方式を採用することとしたのである7。
　このような法人税法上の課税の観点から、
図3-2に示すように、一般法人については、
①非営利型法人以外の法人は、株式会社等と
同様に、すべての所得に対して法人税が課税
される普通法人（1階法人）、②法人税法に
定める34業種の収益事業に係る所得のみに
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課税される法人（収益事業課税の適用）は、
非営利型法人（2階法人）とし、さらに③収
益事業課税は適用されるが、公益認定法上の
公益目的事業に該当する事業は34業種に該
当しても収益事業として該当しないものとさ
れて、法人税が課税されない公益社団法人・
公益財団法人（3階法人）とするという、い
わゆる3階建てという仕組みとなっている。
　2階の非営利型法人は一般法人の範疇に入
り、公益法人ではないが、法人税法上では、
収益事業から生じた所得が課税対象となると
いう点では共通していることから、公益社団
法人・公益財団法人と非営利型法人を含めて、

「公益法人等」として取り扱っている。従っ…
て、法人税法上の区分として、一般法人と公
益社団法人・公益財団法人については、普通
法人と公益法人等という分け方もすることが
できる8。

3.3	 非営利徹底型法人と共益型法人の税務
上の取り扱い

　前述したように、法人税法では、非営利型
法人は、公益認定を受けていない一般法人の
うち、非営利徹底型法人と共益型法人の2種
類を定めている。
　非営利徹底型法人とは、「その行う事業に
より利益を得ること又はその得た利益を分配
することを目的としない法人であってその事
業を運営するための組織が適正であるものと
して政令で定めるもの」（法人税法2条九の
二イ）と規定し、具体的には、定款で剰余金
の分配を行わないこと、解散時における残余
財産は国・地方公共団体等に贈与すること、
理事とその理事の親族等である理事の合計数
が、理事の総数の3分の1以下であることな
どの要件を定めている。
　また、共益型法人は、「その会員から受け
入れる会費により当該会員に共通する利益を
図るための事業を行う法人であって、その事
業を運営するための組織が適正であるものと
して政令で定めるもの」（同法同条九の二ロ）

と規定し、具体的には、会員に共通する利益
を図る活動を目的とし、定款等で会費の定め
を設け、主たる事業として収益事業を行わず、
剰余金の分配や解散時における残余財産の帰
属を特定の個人・団体に行うことを定款に定
めていないこと、理事とその理事の親族等で
ある理事の合計数が、理事の総数の3分の1
以下であることなどの要件を定めている。
　2つの形態の法人に共通的に見られる要件
は、一般法人の非営利性としての特性である
剰余金の分配や残余財産の帰属、及び理事構
成等の適正な組織運営に関する事項であり、
共益型法人は、それに加えて会員組織である
ことに鑑み、会員の共通利益のための活動、
そのための会費についての定めを設けてい
る。
　何故、この2つのタイプの非営利型法人が、
公益法人等として収益事業（法人税法に定め
る34業種）に係る所得のみに法人税が課税
されるという収益事業課税の特典が認められ
るのか。税務政策および課税政策上の判断等
から、この2つのタイプの法人形態が認めら
れたと考えられる。
　一般法人は、一般社団法人だろうが一般財
団法人であろうが、事業の範囲に制限がない
という点では、株式会社等の営利性法人と同
じであり、収益を得ることができるが、収益
から得た剰余金を社員に分配することができ
ないという点で、株式会社等の営利性法人と
決定的に異なる。これは、前述したように、
非営利性と呼ばれるが、この非営利性は一般
法人の大原則である。
　しかし、一般社団法人を例にとると、一般
社団法人の残余財産については、定款の定め
や解散後の清算法人の社員総会の決議により
帰属先を自由に決定できるので、一般社団法
人には所有者が存在しないにもかかわらず、
最終的には設立者や社員が残余財産を取り戻
すこともできることになっている。また、親
族（例えば夫婦2人）による一般社団法人の
設立と管理運営をすることができ、また特定
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の理事が所有する建物を事務所として賃借す
ることも可能であるなど特に制限はなく、非
営利法人といっても、非営利性の原則の下で、
広く法人自治が認められている。
　このように、一般社団法人は非営利性であ
るという基本的性質を除けば、株式会社と同
じような運営が可能であることから、一般社
団法人については、法人税法上は株式会社と
同じ普通法人として課税することを原則と
し、他方で、非営利性の原則の下で、非営利
を徹底化させる形態の場合には、当該法人…

（非営利徹底型法人）については、普通法人
と違って、収益事業に対してのみ法人税を課
税する（収益事業課税方式の採用）という税
務上の特典を与えるという取り扱いにしたの
である。
　また、共益型法人は、会員の共益を目的と
して設立され、多くの場合は、多数の会員を
抱え、基本的には会員の会費が運営財源であ
り、会費収入をもって会員のための活動を行
う組織であることが想定される。そこで、こ
のような形態の法人については、前述した要
件を満たしているならば、共益型法人として、
非営利徹底型法人と同じように、収益事業の
みに法人税が課税される税務上の特典を与え
ることとしたのである。なお、共益型法人が
徴収する会費収入は、収益事業に該当しない
ため、法人税法上の益金とはならない。
　このように一般法人法では、一般法人（一
般社団法人・一般財団法人）は非営利法人と
して一括りにしているが、法人税法では、こ
れを2つの形態に分け、非営利徹底型及び共
益型の非営利型法人については、収益課税方
式を採用し、非営利型法人以外の法人につい
ては、普通法人（全所得課税法人）として取
り扱い、それぞれ異なる税制を適用すること
になったのである。
　なお、1階法人（普通法人）は、2階の非
営利型法人の要件に該当すれば、特段の手続
きを踏むことなく、非営利型法人となる。逆
に、非営利型法人の要件の1つでも該当しな

くなった時点で、特段の手続きを踏むことな
く、1階法人（普通法人）となる 9。さらに、
非営利型法人が剰余金の行うことを決定し、
又は行った場合、特定の個人や団体に特別の
利益を与えることを決定し、又は与えた場合
は、1階法人（普通法人）に転落し、その後
は二度と同じ型（非営利徹底型から同じ非営
利徹底型へ、又は共益型から同じ共益型へ）
の非営利型法人に返り咲くことはできない。

4　ソーシャルビジネスの創業・運営展開
─一般社団法人を例に

4.1	 非営利型一般社団法人によるソーシャ
ルビジネスの展開

　一般法人のうち、設立・運営数の多い一般
社団法人を対象に、ソーシャルビジネス創業
における運営形態を想定して、市場における
社会的ニーズに対応したマーケティングを実
践するソーシャルビジネス展開の例を取り上
げる。
　一般社団法人は、営利目的、共益目的、さ
らには公益目的を問わず、事業目的に制限は
ない。したがって、株式会社にみられるよう
に、例えば、自動車部品の製造・加工を目的
とする、または生鮮食品の販売を目的とする、
あるいは貿易業務を目的とする一般社団法人
の設立・運営も可能である。税務上もこれを
想定の上で、このような営利事業（ここでは、…
利益を得ることを目的とする活動を意味す
る）を行う一般社団法人は、株式会社の行う
営利事業と変わることはないことから、法人
制度（一般法人法）上は非営利法人（ここで
は、剰余金の分配を行わない法人という意味
である）ではあるが、税務上は普通法人扱い
として、全所得課税方式を採用していること
は、前述したとおりである。
　しかし、株式会社のような営利事業を行う
目的で一般社団法人を設立するケースはあま
り多くなく、税務上の特典が得られる非営利
型法人の一般社団法人を目指すことが多いこ
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とから、本論文では、非営利型一般社団法人
に焦点を当てて、非営利型一般社団法人の組
織形態によって、ソーシャルビジネスを創業・
展開するケースを想定する。

4.2	 非営利徹底型法人（理事会非設置型・
監事非設置型）による運営・展開の例

　地元食材の活用によるレシピの開発と専門
学校等における啓蒙普及という目的で非営利
徹底型の一般社団法人を理事会や監事を設置
しない形態で設立・運営するというケースを
想定する。
（1）設立の概要
　大手食材商社で、約20年間、全国の地元
食材の買い付けに従事していたAは、会社
を退職し、今まで培ってきた地元食材の知識
と買付の経験を活かして、知り合いの調理師
B・Cとともに、地元で食材を産出する者の
支援を得ながら、地元で産出される食材を
使って、地元食材を活用する創作レシピを開
発し、地元のホテル・旅館、飲食店、食品スー
パー等に提供し、地域活性化につなげるとと
もに、併せて専門学校・大学（栄養科）、地
元料理愛好会等に対し地元食材レシピ開発の
セミナー、講師派遣等を行い、地域資源（食
材等）活用型・地域振興型のソーシャルビジ
ネスを新たに始めることとした。
（2）事業活動（マーケティング戦略）
　マーケティング戦略は、対象顧客として地
元のホテル・旅館、飲食店、食品スーパー及
び専門学校・大学（栄養科）、地元料理愛好
会等を標的とし、地元食材を活用した創作レ
シピ開発を商品・サービスに設定し、コミュ
ニケーションツールとしてインターネット利
用、試作品提案、あるいはセミナー、講師派
遣等を活用する。具体的には、以下の事業活
動を行う。
①地元行政、産出者等と連携し、地元の食材、

特にまだ十分に活用されていないが、食材
として魅力である地元食材資源を探索す
る。

②地元のホテル・旅館、飲食店等に対し、地
元食材を使った創作メニュー、レシピを開
発、提供するとともに、これら企業等から
依頼を受け、地元食材を利用したメニュー、
レシピを提案しながら、コンサルティング
を行う。

③地元専門学校、大学（栄養科）、地元料理
愛好会等に対し、地元食材を利用したメ
ニュー、レシピ開発のセミナーを行い、啓
蒙普及を図るとともに、講師を派遣して、
地域における地元食材資源の活用に貢献す
る。またこのような事業を通じて、人材の
養成を図る。

④地元行政、産出者団体等と連携し、地元資
源（食材）を活用し、地元食材、地元食文
化の広報活動に協力し、地域振興に取り組
む。

（3）機関設計・事業運営
　社会的事業活動も行うことから、税務上の
特典が得られる非営利徹底型を選択するとと
もに、少人数の同志で創業することから、組
織の管理運営は理事会非設置型・監事非設置
型という簡易組織形態型機関設計を選択す
る。
　本ケースでは、A, B, Cの3人が設立時社員…
となって、一般社団法人を設立し、設立後も
社員として社員総会の構成員となるととも
に、当該社員が理事に就任するという形態を
とっている。つまり、社員が社員総会で、当
該法人の組織、運営、管理その他一般社団法
人に関する一切の事項について決議し、かつ
すべての社員が理事として法人の業務を執行
するという体制をとっている。このように、
一般社団法人の管理運営は理事会も監事も設
置しない簡易型の機関設計も可能である。
　理事は制度上1人でも認められるが、非営
利徹底型法人の場合、各理事について、当該
理事と当該理事の三親等以内の親族等である
理事の合計数の理事の総数のうちに占める割
合が、3分の1以下であることという理事の
親族規制があることから、今後の運営を考慮
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して理事を3人としている。また、理事の中
から代表理事（理事長）を選任し、代表理事
が法人を代表して業務執行を行う。
　本ケースにおける一般社団法人の設立、関
係機関との連携・対外的な事業活動、法人の
機関設計の概念図を示すと、図4-1のように
なる。

4.3	 共益型法人（理事会設置・監事設置）
による運営・展開の例

　共益型一般社団法人は、会員からの会費を
原資として、それが会員向けの共益的事業活
動にもっぱら費消され、会員がその潜在的受
益者になることが想定される法人である。共
益型一般社団法人の要件については前述した
とおりであるが、共益型一般社団法人は同業
者や同志の団体等が法人化する際に利用され
ることが多いが、最近では異業種の企業が集
まって、共益型一般社団法人を設立するケー

スもみられる。ソーシャルビジネスの創業を
想定した共益型一般社団法人の運営・展開に
ついては、以下のようなケースが考えられる。
（1）設立の概要
　環境保全・防災対策の会社に長年勤めてい
たAは、会社を退職し、同僚のBとともに、
これまで培ってきた技術・技能や知識・経験
等を活かして、地域における環境保全・防災
対策に貢献できるソーシャルビジネスを立ち
上げることとした。しかし、この分野はいく
つかの領域に分かれ、かつ業務の幅が広く、
それぞれの専門家・企業の協力を得ないと、
地域における環境保全・防災対策を実施する
という所期の目的を達成することは難しい。
　そこで、一般社団法人の設立に当たっては、
会社に勤めていた時の関係先や地域の専門業
者等に呼びかけを行い、法人設立の趣旨を説
明し、環境保全コンサルタント、防災業者、
林業者、土木・建築業者、建築士、造園施工
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業者等の企業から賛同を得て、社員、かつ会
員として本法人の事業に参加してもらい、共
益型一般社団法人の設立に至った。
（2）事業活動（マーケティング戦略）
　マーケティング戦略としては、対外的な顧
客として環境保全防災団体・地域住民等を対
象とし、また対内的には会員を受益者とし…
て、環境保全・防災・整備等の事業を提供す
るサービスと設定し、セミナー、個別コンサ
ルティング、プラン作りと施工技術の情報提
供、事業者の紹介、会員相互の交流等をコミュ
ニケーションツールとして、事業を展開する。
具体的な事業活動は以下のとおりである。
①環境保全・防災に関する相談、セミナーの

開催、個別コンサルティング、工事費用の
見積り及び業者の紹介を行う。

②行政機関・関係団体と会員企業による森林・
山林の整備、保全活動に関する連絡協議会
を設置・開催し、相互の意見交換と交流を
行う。

③行政機関・関係団体に協力して、地域の森
林・山林に対する造林・保育（植栽・下刈
り・枝打・間伐）活動を行うとともに、環
境保全・整備に関するイベントを開催する
など、地域の社会貢献に取り組む。

④地域住民の民有地の防災工事・造園工事等
に関する施工方法のプラン作りと会員企業
の紹介・斡旋を行う。

⑤会員企業に対する研修、情報提供等を行う
とともに、環境保全・防災に関する情報収
集・調査等を行う。

（3）機関設計・事業運営
　一般社団法人の設立に当たって、構成員と
なる会員の共益的活動を図ることを目的とす
ることから、税務上の特典が得られる共益型
を選択するとともに、異業種の社員が多数参
加することから、組織の管理運営は理事会設
置・監事設置という機関設計による運営形態
を選択する。
　機関の設計は、社員総会が設置される。社
員総会は、一般社団法人を構成する社員全員

で組織される会議体であり、必置の最上位機
関である。社員総会では、当該法人の組織、
運営、管理その他一般社団法人に関する一切
の事項について決議することができるが、本
ケースでは理事会設置を選択しているので、
社員総会が決議できる範囲は、一般法人法で
規定された事項と定款で定めた事項に限定さ
れる。法人運営に関する権限の多くを理事会
や理事に委ねることにより、より機動的かつ
効率的な法人運営を可能にするというのが、
その制度上の趣旨である。
　社員総会で理事及び監事が選任されるが

（社員の議決権は1人1個である）、本ケース
の法人は理事会設置を選択しており、理事会
設置の一般社団法人においては、3人以上の
理事を置かねばならないという規定があり、
また本法人では、異業種の社員で構成される
こともあり、7人の理事を選任している。ま…
た、理事会設置の一般社団法人では、監事の
設置が必須となっていることから、監事1人
を選任している。監事は、理事の職務の執行
を監査する。
　理事会では、①当該法人の業務執行の決定、
②理事の職務の執行の監督、③理事の中から
の代表理事の選定及び解職の職務を行う。当
該法人では、理事会で代表理事（理事長）を
1人選定しているが、選定された代表理事（理
事長）は、当該法人の代表権を有するととも
に、業務執行権を有する。
　なお、本ケースでは、社員全員が当該共益
型法人の会員となり、会費を納入して、当該
法人の運営に参加する形態をとっている。会
費収入が通常の業務運営に要する費用を分担
するというような通常会費については、課税
されないという税務上の特典がある。
　本ケースにおける一般社団法人の設立、関
係機関との連携・対外的な事業活動、法人の
機関設計の概念図を示すと、図4-2のように
なる。
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5　議論と考察

　これまで、ソーシャルビジネスの概念をレ
ビューした上で、ソーシャルビジネスの創業
に際しての組織として、一般法人、特に一般
社団法人の制度上の特徴、仕組み、設立・運
営形態例等を概観し、ソーシャルビジネス展
開における一般社団法人の活用の有用性を論
じた。しかし、ソーシャルビジネスの展開に
当たって一般社団法人という組織を活用する
ことが有用であるとしても、ソーシャルビジ
ネスの概念については十分に熟成されていな
い。

　ソーシャルビジネスを考える上で、主とし
て経済産業省委託事業で行われた2つの研究
会（「ソーシャルビジネス研究会」と「ソー…
シャルビジネス推進研究会」）の報告書を取
り上げたが、既に指摘したように、前者の研
究会では、ソーシャルビジネスの概念やとら
え方が混同しており、3年後の後者の研究会
では、座長をはじめ委員を一部入れ替え、そ
の混同を修正したことについては妥当である
と考える。
　しかし、ソーシャルビジネスを構成する項
目をソーシャルビジネスの要件としている
が、それは要件というよりもソーシャルビジ
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ネスの方向性、目標性、基準性といった要素
が混合した1つの考え方を提示したものとし
てとらえる方が妥当であろうし、またソー
シャルビジネス事業者を社会的企業と呼んで
いるが、それは具体的にどのような事業組織
をいうのか明らかにしておらず、さらに企業
との連携の課題を指摘するも、それがどのよ
うな内容を意味するのか明確となっていない
など議論が深まっていない状況である。
　このように上記研究会報告書では、ソー
シャルビジネスの概念やとらえ方に若干問…
題があるが、そうであるからといって、ソー
シャルビジネスの意義を否定するものではな
いし、今日において、むしろその存在理由

（raison d' être）は高まっていると考える。筆
者は、ソーシャルビジネスを事業者、つまり
主体側からではなく、市場志向の観点に立ち、
社会的課題の解決という社会的ニーズに対応
し、その社会的ニーズを充足するためのソー
シャルビジネスととらえ、その社会的ニーズ
を充足する領域として、個人ニーズ充足領…
域、団体（集団）・地域ニーズ充足領域、及
び社会全体・地球環境ニーズ領域の3つの領
域に分類して、ソーシャルビジネスの領域に
ついての試論を提示した。
　それは、このようなマーケット・インの立
場に立って、社会的課題の解決を図るという
社会的ニーズの充足に対応するマーケティン
グの考え方がソーシャルビジネスの分野にお
いて極めて重要ではないかと考えるからであ
る。
　次に、ソーシャルビジネスを創業・展開す
る組織の1つとしての一般社団法人における
社員と組織の関係について言及したい。一般
社団法人は、株式会社と異なり、人の集合体
なので、設立時社員は2人以上という複数人
の社員の存在が必須要件となる。設立後は社
員総会の構成員となるが、株式会社と決定的
に異なる点は、社員には出資という概念がな
いことである。人の集合により組織に参加す
ることによって、一般社団法人が成立し（行

政庁等の許認可等も不要）、社員には金銭等
いかなる出資の強制もされない。株式会社…
は、「株主（出資者）＝社員」であるが、一
般社団法人は、「社員」という概念だけであ
るから、資本金もなければ、従って持分とい
う概念もない。会社法では、法制度上は会社
の所有者は株主であるが（持分があるので）、
この対比でいえば、一般社団法人は社員の誰
のものでもないということになる。
　それでは財政的基盤が弱く、一般社団法人
の運営に支障をきたすのではないかという場
合には、定款に定めれば、社員に「経費」の
負担を義務づけることもできる。しかし、法
人による経費支払義務は、定款の相対的記載
事項であることから、経費の支払義務は法人
の判断（つまり社員（社員総会）の判断）に
まかされ、一般法人法上、支払いが義務づけ
られることはない。つまり、設立時において
出資もなければ、設立後の運営においても経
費を支払わないという法人運営が可能なので
ある10。
　このように、社員は出資もせず、また定款
で定めなければ、経費も負担しないで、かつ
社員の資格を制限する規定は設けられていな
いことから、容易に一般社団法人に参加でき
ることになる。しかし、法人の基本的事項を
定める社員総会の決議の場面を考慮すると、
現実的には参加する社員については吟味する
必要がある。というのは、社員になれば、社
員総会で議決に参加することができ、この場
合の議決権は社員1名につき各1個であるか
らである。社員総会は最高意思決定機関であ
ることから、社員の議決権は法人運営におい
て決定的な要素となる。
　株式会社の場合においては、出資という持
分があるので、株式会社の議決権は持分の多
寡に応じて算術的に計算でき、持分が多けれ
ば、それに応じて議決権も多くなり、決議に
大きな影響を与える力をもつが、一般社団法
人は一人一票という頭数議決制を採用してい
るので、決議に対する影響力は各自同じであ
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る。そこで、法人によっては、議決権の行使
を考慮して、社員の入社について、定款の定
め（例えば、「会員の推薦」とか、「総社員の
同意」など）を設けているものが、特に共益
型法人（会員組織型法人）によくみられる。
　これらの一種の防衛策は、すべて一般社団
法人の社員は入社するという行為だけで参加
することができるというものに対応するもの
であり、社員には株式会社と異なり、出資と
いう概念がないという意味は、このような防
備の方策にもあらわれるのである。これは、
法人に対して持分をもたないという一般社団
法人の基本的性質を認識することが極めて重
要であるということを示すものである。
　今一つは、一般社団法人の目的及び事業に
ついてである。目的は、単に定款の絶対的記
載事項であるという形式的・義務的に要求さ
れる法制度的側面というものだけでなく、法
人としての活動を対内的のみならず、対外的
に訴求するという実質的側面を有する。従っ
て、法人としてどのような目的を設定するか
は、対内的関係においても、また対外的活動
においても極めて重要な点である。
　これと同時に、民法では、「法人は、法令
の規定に従い、定款その他の基本約款で定め
られた目的の範囲内において、権利を有し、
義務を負う。」（34条）と規定していること
から、この規定との適合性を考慮しなければ
ならない。「定款その他の基本約款で定めら
れた目的の範囲内」については、厳格に定款
記載の目的そのものに限定されるのではな
く、定款に定められた目的を遂行するうえで
直接又は間接に必要な行為を含み、定款の記
載自体から観察して、客観的・抽象的に必要
となり得るかどうかの基準に従って決すべき
ものという解釈がなされている。この解釈は
一般社団法人の場合にも適用されると考えら
れるが、定款の目的記載に当たっては、対内
的にも、対外的にも法人の活動を明確にする
ため、具体的に記載すべきであろう。
　事業については、目的の中に含める場合と

別に項目を設けて記載する場合があるが、い
ずれの場合であっても目的と密接に関連して
いる。前述したように、一般社団法人は公益
目的事業や共益目的事業のほか、収益を目的
とする営利事業（収益事業）も行うことがで
きる極めて幅広い事業を展開することが可能
な法人である。この種の法人形態は他に類を
見ないのである。
　しかし、多くの場合、これら事業をすべて
行うことはみられず、一般的には事業を限定
して設定することが多いだろう。事業は、法
人の目的を達成するために行うものであり、
従って法人の設立に際して、どの事業に焦点
を当てて行うか、その事業内容を明確にする
ことが、対外的信頼を勝ち取ることになるの
ではないかと考えられる。また一般社団法人
を設立後、公益認定を受けて、公益法人を目
指す場合には、それに適応した事業内容を設
定することが必要となる。
　一般社団法人の場合、前述したように、事
業の選択に制限は設けられていない。した
がって、収益事業を目的とする法人の活動も
可能であり、例えば自動車部品製造のための
○○製作所、あるいは食品を販売する○○小
売店という一般社団法人の設立も可能である
が、このような収益事業を目的とする法人と
しては会社があり、会社組織を選択する方が
メリットを享受できる場合もあるだろう。
　このようにしてみると、一般社団法人は、
社会的課題の解決を社会的ニーズととらえ、
その社会的ニーズを充足するソーシャルビジ
ネスの領域を事業として選択し、人の集合体
という特徴を活かして、当該組織を活用する
のが適切であり、またそこに一般社団法人活
用の有用性があるといえる。そのようなとら
え方が、今日における一般社団法人のソー
シャルビジネスの展開に対する一般的認識と
して受け入れられているのではないかと考え
る。
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おわりに

　本論文では、ソーシャルビジネスの創業・
展開については、マーケティングの発想の重
要性を述べるとともに、ソーシャルビジネス
の運営組織として、一般社団法人を活用する
ことの有用性を論じた。ソーシャルビジネス
の創業・展開における運営組織として、一般
社団法人を活用するに当たっては、一般社団
法人組織の特徴、制度上の仕組み等をしっか
りと把握・理解することが極めて重要である
との認識から、この点についてやや多く説明
を行った。
　新しい法人制度の下で、一般社団法人制度
が施行されてから、10余年を経過したばか
りであるが、社会的課題を解決したいという
社会的ニーズに対応し、さらには任意団体が
参加者を増やし、ソーシャルビジネスの事業
領域の拡大・拡充を図る場合を含めて、ソー
シャルビジネスの創業・運営組織として、そ
の有用性はますます高まっていくのではない
かと思われる。

［付記］

　本論文は、鷲尾和紀が「1 序論─本論文の
研究対象」、「2 ソーシャルビジネスの概念と
創業組織」、「4 ソーシャルビジネスの創業・
運営展開」、「5 議論と考察」、「はじめに」、「お
わりに」その他の部分を執筆し、鷲尾紀吉が

「3 ソーシャルビジネスの運営組織」の分担
執筆及び文章、用語、言葉使い等の統一を担
当した。

［注］

1 	 グラミン（grameen）という言葉は、「村」
という単語に由来するとのことである。

2 	 グラミン銀行の Web サイト（www.…
grameen.com　2021年11月22日検索）…

によれば、グラミン銀行は支店2,568店、
従業員21,000人、会員943万人（81,678…
村）となっている。現在の取締役会長

（chairman）にはAKMザイフル・マジッ
ト（AKM Saiful Majid）が就任している。
日本においても、2018年9月18日、「一
般社団法人グラミン日本」が設立されて
おり、「貧困のない誰もが活き活きと生
きられる社会へ」のために作られた、グ
ラミン銀行が開設した日本版マイクロク
レジット組織である。詳しくは、「一般
社団法人グラミン日本」のWebサイト

（https://grameen.jp/）を参照。
3 	 内閣府統計によれば、NPO法人の2020

年度における認証法人数は50,876件、認
定数は1,220件で、2016年（認証法人数
51,513件、認定数1,020件）と比較すると、
この5年間で前者は1.3％減、後者は19.6…
％増となっている。一方、一般社団法人
登記件数は2020年43,839件で、2016年
33,434件と比較すると、この5年間で31.5…
％の増加となっている。

4 	 この経過措置は2013年11月30日に満了
し、これまでの社団法人・財団法人は、
その多くは（解散は除いて）公益法人と
なっている。

5 	 行政庁により認定の取消しの処分を受け
た公益法人は、法人自身が名称を変更す
るか否かにかかわらず、その名称中の公
益社団法人又は公益財団法人の文字をそ
れぞれ一般社団法人又は一般財団法人と
変更する定款の変更をしたものとみなさ
れる（公益認定法29条5項）。

6 	 法人税法（2条九の二）は、非営利型法
人を2種類とし、本論文では同条九の二
イに定める非営利型法人を非営利徹底型
法人、同条九の二ロに定める非営利型法
人を共益型法人として表記して述べてい
るが、法人税法では、非営利徹底型法人、
及び共益型法人という用語自体は用いら
れてはいない。しかし、国税庁パンフレッ
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ト「一般社団法人・一般財団法人と法人
税」（平成26年3月）においては、「非営
利性が徹底された法人」、「共益的活動を
目的とする法人」と記載されていること
から、実務上、前者を非営利徹底型法人、
後者を共益型法人と呼んでいる。

7 	 普通法人とは、公共法人、公益法人等、
協同組合等の法人以外の法人をいい、人
格のない社団等を含まない法人である

（法人税法2条九）。
8 	 一般社団法人、一般財団法人のうち、普

通法人であるものは、特定普通法人と呼
ばれる。

9 	 ただし、非営利型法人になったときは、
「移動届出書」、非営利型法人が非営利型
法人以外の法人になったときは、「普通
法人又は協同組合等となった旨の届出
書」を所轄税務署に提出することになる。

10	 一般社団法人の運営資金確保のための資
金調達の方法として、基金制度を任意に
設けることができる。この基金は、拠出
者からみれば貸付金であり、これを受け
入れた一般社団法人からみると返済義務
のある劣後債務である。劣後債務は、返
済順位が一般債務に劣るのであるから、
必ず返済されるものではない。このよう
なことから、通常行われていない。
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